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■事業費の削減について 　

再評価後の削減 今後の削減の考え方

※両漁港で総事業費１１．６％増

○既存施設のさらなる活用

【漁港機能を確保した削減】

　深日漁港

　【削減額：５０，０００千円】

　・撤去予定の防波堤を残す。

　小島漁港

　【削減額：６９，０００千円】

　・撤去予定の防波堤や物揚場を残

　　す。

　　なお、この場合、港内の静穏確保が

　　困難となるので、既存防波堤を延長

　　する。

○工法等の検討による削減

・現場で発生する捨石、コンクリート等

　の再利用に努める。

　　以上の削減に努めるとともに、事業

　完了まで３ヶ年ではあるが、その中で

　削減できるものがあれば、最大限の

　削減に努める。

小
島
漁
港

　上記国の方針により事業費変動の

精査ができない中、委員会の意見に

対応すべく、種々の削減努力を行っ

たところ、削減できた部分もあったが、

削減困難な部分もあった。

○削減した事項

【既存施設の有効活用】

　深日漁港

　【削減額：１７３，０００千円】

　・既存防波堤を有効活用することで、

　　新設防波堤延長を削減

　

　小島漁港

　【削減額：４３７，５００千円】

　・既存防波堤や物揚場の有効活用で

　　新設護岸や物揚場を削減

【受益者を事業主体とする計画変更】

　【削減額：１００，０００千円】

　・蓄養施設の設置主体を漁業者に

【内海の計画】

　深日漁港

　・埋立面積を削減

○削減出来なかった事項

　・道路：別途事業での整備が見込め

　　ず増加

　・埋立：海域環境保全を考慮して、埋

　　立工法を見直さざるをえず増加

　・排水：漁港内の水質保全を考慮し、

    放流場所を見直さざるをえず増加

深
日
漁
港

事業費：２，２０１，０００千円
【再評価時との比較】＋２３７，０００千円（１２％増）

事業費：２，１３２，０００千円【削減額：６９，０００千円】
【再評価時との比較】＋１６８，０００千円（８．６％増）

今後の削減

漁港整備の事業費について

現  　時　　点

事業費変動の予見可能性について（国の方針変更による事由）

事業費：３，３７８，０００千円
【再評価時との比較】＋４４８，５００千円（１５．３％増）

事業費：３，３２８，０００千円【削減額５０，０００千円】
【再評価時との比較】＋３９８，５００千円（１３．６％増）

既存施設活用

H５ 水産庁「ふれあい漁港整備事業」認定
  ⇒〔国の指示〕
　　　事業費は,深日30億円、小島20億円以内
　　　深日漁港：2,929,500千円
　　　小島漁港：1,964,000千円

既存施設
の活用

既存施設
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既存施設を残す
L=３０ｍ

既存施設の活用

防波堤撤去

既存施設の
活用 防波堤撤去

既存施設の活用

既存施設を
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H１0 府建設事業評価制度スタート
　 ⇒ 再評価対象
　　 　：着手後10年を経過したもの

H１1 国建設事業評価制度スタート（再評価対象：着手後5年）
　　　 国事業再編統合（地域水産物供給基盤整備事業H13から）
　　⇒〔国の指示〕
　　　　 ・漁港整備事業基本計画を提出すること
      　 ・計画には都道府県の建設事業評価の結果を付けること
　　　　 ・評価は、当初の国への申請の内容と金額で受けること

★H12府再評価時点で、事業費変動の予見可
   能性はあったが、事実上、精査・見直した上
   で再評価を受けることは不可能であった
★再評価時事業費
　　深日漁港：２，９２９，５００千円
　　小島漁港：１，９６４，０００千円

内海創造
（埋立中止）
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